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管理・企画・マーケティング部門 マーケット概況

マーケット概況
2020年2月～4月における管理部門、企画・マーケティング部門の求人数は、2019年11月～2020年1月と比較すると10％ほど減少。
コロナショックを皮切りに採用に慎重になる企業が発生し、売り手市場からの変化が始まった。
一方で採用競合が減少している状況をチャンスととらえ、成長企業は積極採用を進めている。先行きが不透明な中、現時点で採用を進めている企業の採用
目的は、管理部門体制強化や新規事業開発、デジタルビジネスの強化、営業戦略の再構築など組織変革が目的であることが多い。
転職希望者側は、近年の就業価値観の多様化に伴い、「今以上に自分の理想の環境・キャリアに近い場所」での就業を求める傾向が強まっている。
現職を退職するリスクの代わりに得られるベネフィットの大きさを重要視し、理想に少しでも近づけなければ転職しないと考える傾向があることに加え、コロナショッ
クの影響でリスクテイクに対する心的障壁が上がってきている。そのため、選考中に高かった入社意向が、希望に届かない採用条件の提示を受けて大きく下落
したり、採用競合がより高い採用条件を提示したことによって志望度が逆転するというケースも多々発生している。

コロナショックで大きく変動する転職市場。
採用成功のカギは「採用要件適正化」「スピード」「意向醸成」

◆ポイントは「採用要件適正化」「スピード」「意向醸成」
配属部門からの増員要請であがってくる採用要件には、任せたい業務内容に対してオーバースペックであるケースや、採用マーケットとのズレが生じているケース
が多く見受けられる。募集時には現場と適切に採用要件をすりあわせ、採用マーケットを考慮した要件で進めていくことが採用成功のポイント。
営業職や技術職と比べて対象となる母集団が小さく、継続的に採用候補者があがってくるという状態にはなりにくい。初回の母集団の中で内定に至らない場
合は採用が長期化するケースが多い。総じて、当該領域の採用に成功している企業に共通するポイントは以下3つ。
（１）募集を行うタイミングで、現場と適切な要件定義をする
（２）募集後の初回の母集団で、内定・入社まで進める「短期集中型」の選考を進める
（３）選考からオファー提示に至るまで、常に求職者の希望に沿う情報を提供する

採用成功のポイント

専任担当による万全のサポート
管理・企画・マーケティング部門の転職支援経験が豊富なキャリアアドバイザーチームが、貴社の担当営業と連携し、採用を支援します。
お気軽に貴社担当営業にお問い合わせください。



3Copyright © PERSOL CAREER Co., Ltd. All Rights Reserved.

経理・財務職

▼登録者詳細
▼職種別

▼出身業界別
▼年齢別

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただいた

求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。

▼求人マーケット動向

登録者動向

◆2020年2月～4月の登録者数は、2019年11月～2020年1月に対し88％と減少
・年齢：41歳以上の登録者が、42％を占めており、管理部門職種の中でも平均年齢が高い傾向にある。
・職種：「経理（財務会計）」が65％と過半数を占め、「管理会計」が16％、「財務」が14％、「内部統制」が9％であり、登録者の構成に大きな変化はない。

特に、事業会社の経理（財務会計）の採用においては、事業会社での実務経験者の獲得競争が激化しているため、経験年数の短いポテンシャル層・第二新卒層や、経験豊富な
シニア層、あるいは事業会社以外のコンサルティング会社や会計事務所などでの経験者まで対象者を幅広く見ていきたい。

・業界：メーカーが26％と突出しており、建設・プラント・不動産が9％で続いている。その他の業界の経験者も幅広く登録しているため、出身業界は限定せず検討していきたい。
・志向性：経理職経験者においては、経理領域における業務範囲の拡大、専門性の向上を希望する傾向がある。また、上場企業での連結決算・開示業務やIPO、業務改善やマネジメント

などの難易度の高い業務に挑戦できる環境を求める転職希望者もいるが、全体的に見ると腰を据えて着実にスキルを積んでいきたいと考える安定志向の転職希望者が多数を
占める。入社企業の決定の際には、業界・会社の安定性や、残業時間などの就業環境面を重視する傾向が強い。

・コロナウイルスの影響：コロナウイルスの影響で、3月決算の企業の決算提出の締め切りや、確定申告の期限が後ろ倒しになり、
転職希望者が動きづらい状況であった影響も出ていると考えられる。一方で、中小規模の企業を中心に業績悪化による休業や解雇も発生している。
また、会社の危機対応に不信感を持ち転職活動を開始するケースも発生している。

採用成功
POINT

求人動向
◆2020年2月～4月の求人数は、2019年11月～2020年1月に対し92％と微減。中堅・リーダー層の採用が激化、対象範囲の拡大がポイント
各社のニーズは、事業会社の決算業務やマネジメントの経験のある中堅・リーダー層に集中しており、この層は獲得競争が激化している。
そのため、選考において学歴・転職回数などの条件を幅広く検討したり、簿記資格を保有している未経験者にもターゲットを広げて検討している企業も見られる。
コロナウイルスの影響による採用計画の変更や在宅勤務への移行のため、採用が保留・中断となる求人も一定数あったが、
Web面接などを導入して選考を進めている企業では、採用が成功している傾向にある。

◆①転職市場の状況に合わせた適切な要件定義 ②入社後の仕事内容・キャリアパスの明確化 ③Web面接等も導入した短期集中型選考
まずは転職市場の状況に沿った適切な要件定義のもと、採用要件の緩和や拡大を行う必要がある。配属部署の担当者が採用に慣れていない場合、非現実的な採用要件で募集を行ってし
まい、数年スパンで長期化してしまうケースもあるので注意したい。経験者は経理領域における業務範囲の拡大、専門性の向上を希望する傾向があるため、自身の希望する働き方が安心し
て実現できる環境かどうかを非常に重視する。業務内容や今後のキャリアパス、配属組織の構成、会社全体の事業展開など細部も含めてそれを判断するため、求人票や面接でしっかりと情報
提供を行うことがカギとなる。また、転職活動に時間を割くことができる閑散期に効率良く選考を進めたいと考える転職希望者が多いため、「短期集中型選考」を実現することで採用成功の可
能性が高まる。初回募集時の母集団内で絶対評価で判断し、競合他社に先駆けて内定・条件提示まで進めていきたい。また、現在はコロナウイルスの影響で在宅勤務となっている転職希望
者も一定数いる。通常は日中の面接が難しいが、休憩時間に合わせてWeb面接を調整し、選考を前進させていきたいと考える転職希望者も多いため、Web面接の導入も進めていきたい。

※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月

求人数 登録者数

～25歳
12%

26～30歳
18%

31～35歳
16%

36～40歳
12%

41歳～
42%

経理（財務会計）
61%

管理会計
16%

財務
14%

内部統制
9%

メーカー（機械・電気） 14%

メーカー（素材・化学・食品・化
粧品・その他） 12%

その他 10%

建設・プラント・不動産 9%

小売 7%
金融 7%

IT・通信 6%

インターネット・広告・メディア 6%

商社 6%

運輸・物流 6%

医薬品・医療機器・ライフサイエンス・
医療系サービス 5%

コンサルティング・専門事務所・監査
法人・税理士法人・リサーチ 4%

旅行・宿泊・レジャー 4%
人材サービス・アウトソーシング・コールセンター 4%
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登録者動向

▼登録者詳細 ▼出身業界別▼年齢別▼求人マーケット動向
▼職種別

◆経験内容を重視し、オンライン面接の導入で採用スピードの向上を
実務経験豊富な40代の登録が増えているため、即戦力としての活躍が見込め、組織構成に合うようであれば採用も視野に入れたい。
一方で若手（20代～30代）の経験者は選考スピードや面接での印象、就業条件、会社のビジョンなど、あらゆる角度から判断する傾向もある。
緊急事態宣言下の採用活動でオンライン面接が普及したことに伴い面接を実施するハードルが下がっているため、転職活動がしやすくなっている転職希望者も一定数いる状況。
対面での面接を必須とせず、オンラインで早期に選考を進めていけるか否かが採用活動の成功ポイントとなる。

◆コロナショックから即戦力として経験者・ベテラン人材の求人が増加傾向
・採用・教育：コロナショックから採用活動停止や研修実施が滞っていることから求人数は減少傾向。
・給与・社保：アウトソーサーなど依然ニーズは高い。実務経験の少ない若手ポテンシャル採用を進めてきたが、教育コストをかけられない背景から、

即戦力として活躍できるベテラン層の採用を積極的に行っている傾向。
・制度：リモートワークの導入をはじめとし、評価制度・賃金制度の改定、法改正に伴う制度の見直しなどニーズは高い。

求人動向

採用成功
POINT

◆登録者数は減少。40代の登録者が増え20代は減少傾向。コロナショックによる不安から安定性を求める層が増加
・年齢：40代の登録が約38%と増加。早期退職制度を使う層も一定数いる傾向。25歳以下の第二新卒層の登録数は全体の約6%と減少傾向。
・職種：採用・教育が約37%となっており増加傾向。次いで総務が約30%、労務・人事制度が約17%、給与社保が約10.%と続く。

総務は株主総会・ファシリティ関連業務から日常的な庶務業務担当者も含まれており、登録者も増加している。
・業界：トップはメーカーで22％、人材サービス・、インターネット・広告、IT・通信などの無形業界出身者も増加傾向。

また、コロナウイルスの影響が大きかった小売・サービス業界からの登録者も増加傾向にある。
・志向性：会社存続の安定性・今後の事業の成長性などを重視する登録者が増えている。給与社保担当者は長期的に働ける環境を好む傾向がある。

採用担当者や制度担当者については、キャリアアップを目指す層も多く、人事制度、戦略人事、タレントマネジメントなどチャレンジできる環境を求めている層も増えている。

人事・総務職

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただい

た求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。

※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月
求人数 登録者数

～25歳
9%

26～30歳
20%

31～35歳
19%

36～40歳
14%

41歳～
38%

人事（採用・教育）
37%

総務
30%

人事（労務・人事制
度） 17%

人事（給与社保）
10%

その他人事
6%

メーカー（機械・電気） 12%

人材サービス・アウトソーシング・
コールセンター 12%

メーカー（素材・化学・食品・
化粧品・その他） 10%

建設・プラント・不動産 9%

その他 9%

医薬品・医療機器・ライフサイエンス・
医療系サービス 8%

IT・通信 8%

小売 7%

インターネット・広告・
メディア 6%

運輸・物流 5%

旅行・宿泊・レジャー 5%

商社 5% 金融 4%
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法務・知的財産・内部監査職

▼登録者詳細

▼職種別

▼出身業界別▼年齢別▼求人マーケット動向

登録者動向

求人動向

採用成功
POINT

◆依然として登録者は少なく、平均年齢は高め。会社の成長フェーズに携われる、といった成長環境を希望する層が増加
年齢：40代以上の登録者が57%と、管理部門の中でも平均年齢が最も高い。
職種：法務が約57%を占め、次いで内部監査（約24%）、知財（約19%）の順で登録者が多い。
業界：メーカー出身者が半数を占め、割合としては依然として多い。次いで金融、IT・通信と続く。

コロナウイルスによる影響を大きく受けている小売・店舗・レジャーは、業績不振やそれに伴う自身の業務範囲の縮小などを理由に増加傾向。
志向性：法務は業務範囲を広げたいという志向性が目立つ。契約書チェック等の限られた業務だけでなくグローバルやM&A、新規ビジネス関連など、現職より学べる環境を求めている傾向。

弁護士試験を続けてきた方や法学部出身で企業法務への挑戦を希望する層も増加している。

◆コロナショックで4月の求人数は減少したものの、2019年11月～2020年1月比では横ばい
海外展開やM&Aなど、事業成長フェーズの業界・企業での募集はやや増加傾向にある。
法務機能の内製化が進んだり、コロナウイルスの影響により巣ごもり需要が増えているが、IoTやECなどの法対応は引き続き増加すると想定される。
中でも人材サービス業界、IT・通信業界やインターネット・広告業界は、弁護士を目指していた方や法学部出身者など知識のある未経験者の採用を積極的に進めている傾向にある。
知財においては、理系バックグラウンドが必要な技術系の発明発掘・特許化だけでなく、商標系の案件も微増している。

◆経験者・弁護士資格保有者に複数のオファーが集中する傾向。挑戦できる環境を提供できるかがカギ。
知識ある未経験ポテンシャル採用も積極的な検討を

弁護士資格保有者は依然として採用難易度が高く、即戦力となる法務の実務経験者も複数のオファーが集中している状況。
M&A・海外法務など、法務として経験の幅を広げられるか、難易度の高い業務に挑戦できるかを見定める傾向。
また、会社としての事業戦略や方針などが担当業務に影響してくることも多いため業界の成長性などから携われる業務を判断する傾向もあり、
コロナショックを経た後のキャリアビジョンを面接でどれだけイメージさせられるかがカギとなってくる。
また、適切に採用要件を設定することで、未経験やポテンシャル層までターゲットを広げられるかも重要。

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただい

た求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。 ※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月
求人数 登録者数

～25歳
6%

26～30歳
13%

31～35歳
11%

36～40歳
13%

41歳～
57%

法務
57%内部監査

24%

知的財産・特許
19%

メーカー（機械・電気） 27%

メーカー（素材・化学・食品・
化粧品・その他） 14%

金融 12%
IT・通信 8%

建設・プラント・不動産 8%

商社 7%

インターネット・広告・メディア 6%

その他 5%

人材サービス・アウトソーシング・
コールセンター 5%

医薬品・医療機器・ライフサイエン… コンサルティング・専門事務所・監査法人・
税理士法人・リサーチ 3%
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▼出身業界別▼登録者詳細
▼職種別 ▼年齢別

▼求人マーケット動向

登録者動向

◆2020年2月～4月の登録者数は、2019年11月～2020年1月に対し98％とほぼ横ばい
・年齢：登録者の内訳は、30歳以下が34％、31～40歳が29％、41歳以上が37％と各世代に分散している。前四半期と比較すると、41歳以上の割合が5ポイント増加している。

倉庫管理・在庫管理や貿易実務などのオペレーション中心の業務の担当者は年齢層が低く、SCMや物流企画、購買調達など上流工程の担当者は30代・40代以上が中心。
・職種：「倉庫管理・在庫管理」が38％、「購買・調達・バイヤー・MD」が25％、「物流管理」が21％と続いている。

ニーズが高まっている「SCM企画・物流企画・需要予測」は全体の7％と希少であり、求人数と登録者数にギャップが生じている。
・業界：運輸・物流業界が39％、荷主側であるメーカーが37％、商社が10％、小売が9％と続く。
・志向性：倉庫管理・在庫管理に従事している転職希望者は、就業環境改善や物流の上流工程への挑戦を希望しているケースが多い。

また、営業職などの他職種へのキャリアチェンジを希望することもある。経験豊富なミドル層以上は、一部分の管理的業務から企画・戦略業務へのステップアップなど、
現職では経験できない、あるいは到達するまでに時間がかかる領域への挑戦を希望しているケースが多い。

求人動向
◆2019年11月～2020年1月の求人数は2019年8月～10月に対し97％と微減。労働力不足、業務改善をテーマとした採用ニーズが引き続き高い
物流業界においては、ECの増加などによる慢性的な労働力不足に加えて、働き方改革も急務となっており、求人ニーズは活況となっている。現場のオペレーション業務においては、物流業務の
経験がなくても、調整・改善業務の経験があればターゲットとする企業が増えてきている。
メーカー・商社など事業会社の物流・購買調達部門においては、業界・取扱商材などの親和性を強く求める求人が多い。
コロナウイルスの影響による業務の混乱や採用計画の変更により、特に海外とのやり取りのある部門の求人は選考が保留・中断となったケースもある。

採用成功
POINT

◆採用要件定義は「業務遂行能力」にフォーカスすることが成功の秘訣。物流業界出身者やコンサルタントを積極的に検討したい
SCMや物流企画などを担う人材は希少で、採用が難航しがち。需給予測やコスト判断などの企画業務自体には業界特有の要素が薄いことから、企画力や推進力を評価し、
「業界へのキャッチアップ」を入社後の導入研修で担保する企業の採用が成功している傾向にある。異業種の類似業務経験者や物流コンサルタント、3PLで物流企画をしている方なども検討に
入れ、対象を拡大していきたい。商材経験が必須であれば、同商材の営業経験者を検討するなど、視点を変えて採用を行っている企業が見受けられる。
倉庫スタッフでも作業効率などを重視する際には他業界でBPRや業務改善の経験者を登用するなど、できる限り対象範囲を広げておくことがポイントとなる。
また、キャリアパスを気にする方も多く、明確にするか、いくつかのルートがあるという選択肢を見せることもポイント。資材購買も同様で対象範囲を広く検討したい。
また、面接時間のアレンジは柔軟に対応したい。通常時から日中～夕方は勤務を抜けられないケースが多いうえに、コロナウイルスの影響で忙しさが増している転職希望者も多いため、平日19
時以降や、土日の面接枠があると参加率は向上する。勤務地が遠隔地であることも多いため、Webを活用した遠隔面接も大変有効である。

購買・物流職

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただいた

求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。 ※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月
求人数 登録者数

～25歳
13%

26～30歳
21%

31～35歳
16%

36～40歳
13%

41歳～
37%

倉庫管理・
在庫管理

38%

購買・調達・
バイヤー・MD

25%

物流管理（ベンダー管
理・配送管理・受発注管

理など） 21%

貿易業務（輸出入
業務・通関など）

8%

SCM企画・物流企画・
需要予測 7% 間接購買・総務購買

1%

運輸・物流
39%

メーカー（機械・電気）
23%

メーカー（素材・化学・
食品・化粧品・その他）

14%

商社 10%

小売 9%
その他 5%
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マーケティング・広報職

▼登録者詳細
▼職種別

▼出身業界別▼年齢別▼求人マーケット動向

登録者動向

求人動向

採用成功
POINT

◆登録数はやや減少。コロナショックによる不安から、自身のキャリア安定を図る転職を目指す層が増加
・年齢：30歳以下の登録者が44%、35歳以下では61%と、若手～ミドルが登録層の過半を占める。

景況変化の不安は感じつつも「今よりも良い、安心できる環境」への転職欲求は引き続き高い。
・職種：販売促進・PR・Webマーケティング経験者の動きが活発に見受けられる。特に販売促進領域において、オフラインイベントを主軸としたセールスプロモーション経験者が、

緊急事態宣言以降の自粛を受けて仕事がない状態になっており、積極的に転職活動を行っている傾向が強い。
・志向性：代理店（広告代理店、PR代理店）やリサーチ会社から、カウンターパートである事業会社のマーケターへの転職を考えるケースが多い。

事業会社のマーケターは、より身近に感じられるサービスや商品、プロダクトに携わりたいという志向に加え、マーケティング施策運用に留まらずコミュニケーション戦略企画などに
携わることで、市場価値を上げたいという志向が強まっている。マネジメントよりスペシャリストのキャリアを志向するタイプが多い。

◆コンサルティング業界や企画職なども採用競合となる激戦区。適切な要件で採用スピードをあげ、面接の中での意向醸成をすることがカギ
経験者採用においてはコンサルティング会社、広告代理店、事業会社の企画職などが採用競合となるため競争率が非常に高いマーケット。経験者は依然引く手あまたで企業のブランド力や
処遇、ポストをドライに見比べる傾向が非常に強い。条件面や中長期のキャリアパスで頭一つ飛び抜けた何かを訴求できる求人にすることが、早期採用成功のポイントのひとつ。
ポテンシャル採用まで枠を広げる場合は、最低限必要な素地（数値に強い、折衝能力があるなど）を社内で明確に定義し、適切な採用要件のもとで採用スピードを上げる（選考回数、
結果通知の期間日数を減らす）ことがポイントとなる。特筆すべきは、緊急事態宣言下での採用活動でオンライン面接が一気に広がり、内勤で日中外出できなかった転職希望者が面接調
整を行う難易度が低下し、採用選考がスピーディに進むようになったこと。対面面接にこだわった結果スピードが遅れると、その分他社のアプローチを許すことになり不利になる要素が強まった。
応募者は複数社からラブコールを受けているという前提で、面接時には、「あなたが求める環境が自社にある」というメッセージを送り続けることが重要。

◆2020年2月～4月の求人数は2019年11月～2020年1月比で10％弱の減少。一方、デジタル経験者の獲得競争は相変わらず苛烈
Webマーケティング、データ分析経験者などデジタル人材を求める採用ニーズは依然として強い。企業によっては、求人の要件があいまいな状況においても、将来への投資という意味合いで、
デジタルのスペシャリスト人材を早期に社内に抱え込もうとする動きも散見される。また、機械部品メーカーなどでECビジネスの強化・投資を行う動きや、Webマーケティングによる潜在法人顧
客リード獲得のための動きも活発化し、BtoBビジネス主体の企業がWebマーケティング人材の採用を開始してきた。特に会員登録制のWebサービスでは、Web広告による集客やCRM
（顧客管理）が直接売上拡大へとつながることを上層部も理解しているため、他社を上回る年収を提示してでも、有力者の採用を早期に成功させたい考えが強い。リスティングなどのWeb
マーケティングの手法に明るい代理店出身者は依然引く手あまた。
特筆すべきは、大手広告代理店や戦略コンサルティングファームなど、クライアントワークを行う企業が厳選採用にシフトしつつあること。未経験ポテンシャル採用で一定期間育てる覚悟を持つ
企業にとっては採用競合がいなくなっているため、絶好の機会であるといえる。

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただい

た求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。 ※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月

求人数 登録者数

～25歳
19%

26～30歳
25%

31～35歳
17%

36～40歳
14%

41歳～
25%

Webマーケティング
（ネット広告・販促

PRなど）
23%

販売促進・PR
18%

広報
17%

その他マーケティング・
商品企画・広告宣伝

17%

広告宣伝
13%

リサーチ・市場調査
5%

データアナリスト・データサ
イエンティスト 4% MD

3%
インターネット・
広告・メディア

32%

メーカー（素材・化学・
食品・化粧品・その
他） 16%

小売 11%

その他 8%

メーカー（機械・電気） 7%

コンサルティング・専門事務
所・監査法人・税理士法人・

リサーチ 7%

IT・通信 6%

旅行・宿泊・レジャー 5%

金融 4% 商社 4%



8Copyright © PERSOL CAREER Co., Ltd. All Rights Reserved.

▼求人マーケット動向

企画職（経営企画・事業企画・営業企画・商品サービス企画）

▼職種別

◆実績以上に「プロセス・能力」の評価が重要。「選ばれる立場」としての視点をもった意向醸成アクションがカギ
企画者に求められる課題解決能力・仮説思考力・業務推進力はポータビリティが高いビジネススキルであるため、業務経験・業界経験が合致していなくても入社後に活躍しているケースが多
い。新規事業企画やM&Aなどの領域は、所属組織の風土や経営層の意思決定能力などによっても成功可能性が左右されるため、実績で判断するよりも「コトを作るプロセスで得た思考能
力」で判断する方が適切な評価ができる。総じて、「ミッション実現のために行った課題解決プロセス」にフォーカスして人材を見極めることがポイント。
また、応募者は基本的に他の企業からも強くラブコールを受けているケースが多く、選ぶ立場だけでなく選ばれる立場でもあることを念頭に置き、面接の場で応募者の志望度を高めていくアクショ
ンを取る企業が採用に成功する。目指す世界観や解決すべき組織課題、任せていきたいミッションなどを伝え、対話を重ねていくことで「入社の必然性」を作り出していくことが重要。
特筆すべきは、緊急事態宣言下の採用活動でオンライン面接が普及し、内勤で日中に動けなかった企画系職種の応募者の面接実施における障壁が大幅に緩和されたこと。対面型にこだわ
らず、オンライン面接で早期に選考を進めていく企業が採用成功率を高めている。

登録者動向

求人動向

採用成功
POINT

◆登録者数は減少。平均年齢は高め。フラットに環境を見極めるため、明確に特定企業を志望する方は稀少
・年齢：総合職として他部署を経験した後に企画職に配属されるケースがほとんどのため、年齢層はやや高めとなり、36歳以上の登録者が全体の47％を占める。
・職種：商品・サービス企画→事業企画→経営企画→営業企画と続いている。「オープンイノベーション」「アライアンス」「M&A」「新規事業開発」「DX」等のキーワードの業務経験者は稀少。
・志向性：30代前半までの若手は「組織上層部が詰まっている組織から、より若いうちに裁量が持て挑戦できる組織へ」という希望、30代中盤以降は「現職でやりきったため、

これまでの経験を活かし新たな挑戦ができる組織へ」という希望で転職活動をするケースが多い。しかし現職にて高い評価を受けているため、転職の必然性が低いことも多い。
例外としては「コト消費型ビジネス」の領域で就業する転職者。コロナウイルスの影響をダイレクトに受けており、転職の必然性が高めになっている。応募企業に対しては、「自分が求
める環境が、今以上にあるか」という見極めを目的として選考を受けるため、選考初期フェーズでは志望度が低く面接で相互理解を深めていく中で志望度を高めていくケースが多

い。

◆求人数は横ばい、売り手市場が続く。事業会社での類似職種経験者以外にも採用ターゲットを広げる企業が増加中
新規事業を開発するようなニーズはもちろん、事業成長のロードマップを描き、予実を分析しながら戦略をブラッシュアップしていくような事業企画、サービス・商品企画のニーズが活況。
サービス・商品企画では、プロダクトアウト型からマーケットイン型へシフトしているため、市場調査に長けているリサーチ会社出身者を求める企業ニーズが以前より目立つ。
営業企画では、自社保有データや解析ツールを活用し、業務プロセスを改善する求人のニーズが多い。また「カスタマーサクセス」や「BtoBマーケティング」などの要素を求める求人が増加傾向。
数値管理に強みがある人材や無形サービス企業の提案営業経験者など、未経験であっても高い素地を有する人材を採用するケースも見受けられる。
経営企画は、経験があまりない若手であっても、財務系の経営戦略やM&Aなど、ビジネスサイドの企画・戦略業務へとチャレンジできるケースが増えている。事業会社内でのM&A経験者の採
用は極めて困難。企画色の強い営業のハイプレイヤーのように優秀な素地を持つ若手のポテンシャル採用や、企画職のカウンターパートにいるコンサルタント経験者などを採用するケースが増え
ている。特筆すべきは、若手採用を積極的に行っていた大手コンサルティングファームが経験者採用にシフトしつつあること。課題解決能力と意欲を見るポテンシャル採用を進める上での競合が
減りだしたことから、数年先を見据えた経営幹部候補生の採用においては絶好の機会ともいえる。

▼年齢別
▼出身業界別▼登録者詳細

【データ概要】
▼求人マーケット動向
対象：2019年11月1日～2020年4月30日にdodaにご登録いただいた

求人件数と登録者数。
11月の数値を「1」とした場合の変化を表しています。 ※対象：2020年4月にdodaにご登録いただいた転職希望者

11月 12月 1月 2月 3月 4月
求人数 登録者数

～25歳
14%

26～30歳
22%

31～35歳
17%36～40歳

12%

41歳～
35%

商品企画・サービス企画
34%

事業企画・新規事業開
発 28%

経営企画
20%

営業企画
18%

メーカー（素材・化学・食品・化粧
品・その他） 14%

インターネット・広告・メディア 12%

メーカー（機械・電気） 9%

その他 8%

金融 8%IT・通信 7%

小売 7%

旅行・宿泊・レジャー 7%

商社 6%

建設・プラント・不動産 5%

医薬品・医療機器・ライフサイエン
ス・医療系サービス 5%

コンサルティング・専門事務所・監
査法人・税理士法人・リサーチ

3%

人材サービス・アウトソーシング・
コールセンター 3%

教育 3%
公社・官公庁・学校・研究施設

3%
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